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第 4四半期の業績は、自動車生産の回復に伴う販売物流の増加により、売上高は前期比 7%増の 478億

円、営業利益は 21%増の 36億円となりました。通期の売上高は 1,912億円、営業利益は 92億円、経常

利益は 132億円、当期純利益は 93億円となりました。 

  



 
 

 

 
 

 

通期の売上高増減要因は、４Q からプレス鋼材の有償受給化による減収などがありましたが、円安基調の継続

による為替のプラス影響、プレス鋼材価格などの上昇に伴う材料建値の影響、4Q以降、半導体不足の状況が

緩和し、自動車生産が回復してきたことによる販売物量プラス、により 1,912億円となりました。 

 

  



 
 

 

 
 

 

営業利益は、販売価格の影響や材料価格、エネルギー価格の上昇による経費の増加影響、労務費などコスト負

担の増加が大きく 92億円となりました。 

  



 
 

 

 
 

 

・プレス・樹脂事業の売上高は、円安影響、材料建値、物量増加により 1,368億円、営業利益は、販売物量

増加の効果はありますが、3Q までのアメリカ事業体での経費・労務費等、コスト増加により前期並みの 49億円

となりました。 

・バルブ事業の売上高は、円安影響が大きく、542億円、営業利益は、材料価格等のコストアップを補うため、価

格転嫁を推進しましたが、42億円となりました。  



 
 

 

 
 

 

日本の売上高は、3Q までの材料建値アップによる増収影響、４Q からのプレス鋼材有償受給化による減収影

響などにより、706億円となりました。営業利益は、材料・エネルギー価格などのコストアップにより、49億円となり

ました。 

欧米の売上高は、円安による為替換算の影響もあり、781億円、営業利益は、2Q から 3Q にかけての、アメリカ

事業体での収益悪化を 4Q でカバーし、通期では 1億円の赤字にとどめることができました。 

アジアの売上高は、販売物量の増加により、425億円、営業利益は 36億円となりました。 



 
 

 

 
 

 

売上高と営業利益の四半期別推移です。4Qは販売物量が増加しましたが、プレス鋼材の有償受給化により売

上は減少しました。利益面では、物量増加と収益改善により 3Q を上回りました。 

  



 
 

 

 
 

 

通期の売上高は、1,850億円を見込んでいます。22年度 4Q からプレス鋼材の有償受給化により、200億円

程度の売上減少影響がありますが、販売物量は回復すると想定しています。営業利益は 100億円、経常利益

は 130億円、当期純利益は 90億円、と予想しています。 

  



 
 

 

 
 

 

通期の売上高は、販売物量は増加するものの、プレス鋼材の有償受給化や為替影響、販売価格の低下により、

前期の 1,912億円から 62億円減収し、1,850億円を予想しています。 

  



 
 

 

 
 

 

通期の営業利益は前期より 7億円増益の 100億円を予想しています。生産回復が進むと想定されますので、

改善を進め、着実に収益確保に取り組んでいきたいと思います。 

  



 
 

 

 
 

 

プレス・樹脂事業の売上高は、プレス鋼材の有償受給化の影響による減収を含み 1,315億円、営業利益は

70億円と予想しています。 

バルブ事業の売上高は 530億円、営業利益は 30億円を予想しています。 

  



 
 

 

 
 

 

日本の売上高は、685億円、営業利益は、40億円、 

欧米の売上高は、747億円、営業利益は、19億円、 

アジアの売上高は、418億円、営業利益は、33億円と予想しています。 

  



 
 

 

 
 

 

22年度の設備投資は、通常の新製品立ち上げに伴う生産準備の他、将来の成長のための投資として、大垣地

区の新工場建設に加え、日本、アメリカ、中国での増産に向けたプレス溶接設備の導入などを進めました。 

22年度実績は、設備投資は 229億円、減価償却費は前期比 17億円増加の 182億円となりました。23

年度は新工場建設を含め、380億円の投資を予定しています。お客様からの受注増加に応えて、生産能力増

強を行うとともに、より効率的な生産体制の構築に向けた投資も行い、競争力強化を進めていきます。 

  



 
 

 

 
 

 

キャッシュフローについては、グループ内キャッシュマネジメントを強化し、効率的な資金運用を推進しています。22

年度は工場投資支払準備のため、一時的にキャッシュが増加しました。23年度は工場建設などの支払いのた

め、現預金残高は 100億円減少します。また、一部を借入で賄うため、有利子負債は 68億円増加する見込

みです。 

  



 
 

 

 
 

 

22年度の配当は、期初に示しました配当予想の通り、期末配当 22円、年間配当 42円です。23年度の配

当金につきましては、年間 42円を予定しています。 

また、4月 27日の決算発表と併せて開示した自己株取得ですが、4月 28日に完了しました。取得した株式の

総数は 109万株、総額は 12億円となりました。株主還元および資本効率の向上、機動的な資本政策遂行を

目的として実施しています。 

以上 


